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1は じめに

国民 ・市民の側に立つべき法律専門職種(弁 護士 ・司法書士 ・税理士 ・弁理士など)の うちの

弁護士職、具体的には個々の弁護士、及び弁護士団体がどう活動してきたかを検討することは、

人権保障の実相を明らかにする意味で、きわめて重要である。その一環 としての布施辰治弁護士

(1880年～1953年)の 伝記執筆は、私のいわばライフワークである。

以上は、明治維新後の近代における人権保障史全体を概観 したばあいの話であ り、敗戦後の現

代史にかぎっていえば、弁護士以外の法律専門職種の活動にも目配 りする必要がある。同時に、

法律専門職種間の協力がどうであったかについても、注 目する必要があろう。

近代、すなわち明治憲法時代においては、少数の先進的な弁護士と弁護士の任意団体である自

由法曹団が、孤立に近い状態で国家権力や地主 ・資本家の横暴とたたかい、民衆の人権保障に力

を尽 くした。その象徴たる弁護士が布施辰治だった。しかし、台頭するファシズムの嵐に抗しき

れずに、"抵 抗の弁護士群像"は1930年 代早々に潰え去る。他方、弁護士 と同 じ歴史をもつ司法

書土は、後述する予防司法の領域でその職責を果たすことで人権保障に寄与 したといえるのだが、

制度的な立場に加えて、職責を人権保障 とのかかわ りで主体的に捉える精神的土壌が脆弱だった

こともあり、結局、人権保障史の表舞台で活躍することはなかった。

そ して戦後は、戦前 と同じように、弁護士(団 体)が 人権保障の担い手の中心 となってきたが、

それ以外の法律専門職種 も、充分にとはいえないものの、それぞれ人権保障にかかわってきた。

私には、 ここ十年ほど前か ら、 とりわけ司法書士の活動が 目につ く。人権保障史にその存在を示

しつつあるようにみえ、司法書士職に学問的 ・実践的な関心をよせることは重要な課題だと考え

ている。

その司法書士職が、2001年6月12日 の司法制度改革審議会(以 下、審議会 と略)6'よ る 「司法

制度改革審議会意見書」(以下、「意見書」 と略)で どう扱われ、制度的にどう改革されようとし

ているのかについて、上記の問題意識をふまえつつ検討し、どうすべきかを考えてみたい。なお、

審議会の 「中間報告」は00年11月 に発表されてお り、私の評価は別稿を参照 していただきたい①。

皿 人権保障の多様な態様と司法書士

最初に考えておきたいのは、 日本国憲法体系下の人権保障のあ り方についてである。法廷代理

権を独占的に行使する職能実体もあって、弁護士は人権保障の態様について、あま りにも裁判偏



重で捉えてきた傾向があ り、その影響もあろうが、人権研究にたず さわる法律学研究者、憲法学

研究者にも、同 じような傾向をみてとることができる。それは司法概念の捉え方、すなわち司法

=裁 判 と固定的に捉え勝ちな学問傾向とも関係があ りそ うだが、ここでは言及 しないこととする。

ともかく、人権保障の態様は裁判をとおしての保障にとどまらない。一例 として、予防司法と

い う態様をとりあげてみよう。予防司法、すなわち法的紛争の発生を未然に防 ぐ法律業務自体が、

人権保障の重要な一態様なのだが、裁判=紛 争司法と比べて非常に地味な仕事だけに軽視され勝

ちで、登記 ・供託業務などで予防司法を中心的に担ってきた司法書士の役割が、ともすれば過小

評価されてきた実態がある。前述 したように、司法書士は明治憲法時代か ら予防司法にたず さ

わってきたが、日本国憲法時代に入ってからは、特に1978年 の改正司法書士法を境に、少なから

ぬ先進的な司法書士たちが、全国的な運動を意識しながら、例えば全国青年司法書土協議会に結

集 し、登記 ・供託その他の業務(例 えば、審査請求手続きの代理業務に伴 う不服申立て代理 な

ど)と 人権保障を 目的意識的に結びつけてきた。それらは司法書士の使命を 「国民の権利の保

全」にあると明定 した78年 改正司法書士法を うけての活動であ り、当然、正当に評価されるべき

なのである。

あと一つ、同じように地味だが重要な人権保障の態様をあげると、いわゆる本人訴訟を支援す

るための裁判事務 という業務があ り、 これも司法書士の職務となっている。代理人をつける訴訟

と本人訴訟の比率などは後述するとして、本人訴訟とい う形式の裁判を成立させることで人権保

障にかかわる司法書士の役割 もまた、明らかに過小評価されている。「弁護士は国家作用たる裁

判に直接関与する」 とは、弁護士が他の法律職と自らを別けるさいの常識論のようだが、司法書

士の裁判事務は、間接的とはいえ本人訴訟 という裁判=国 家作用に関与していることになり、そ

れはもっと知 られてよいだろう。近在に弁護士がいない、弁護料が払えないので弁護士に依頼で

きない、弁護士に不信感をもっているなどなど、本人訴訟の原因を探っていくと、司法書士の役

割がいっそ うよくみえてくる。

ようするに、弁護士だけが人権保障の担い手ではないのである。そんな自明のことが圧倒的多

数の弁護土にきちんと認識 されていないように思うし、法律学研究者においても同様である。裁

判をテーマに学生向けテキス トとして執筆されたある本は、いわゆる法曹三者(裁 判官 ・検察官

・弁護士)を 「法律家」と位置づける一方で、裁判所職員 ・公証人 ・会社法務部員 と同列に並べ

て、司法書士を 「準法律家」 と呼び、「法曹を補佐 し、補完する任務をもつ」 と説いている②。税

理士や弁理士はどうなのかと問いたいが、それはともかくとしても、「法律家」にたいする 「準法

律家」の呼称は、複数の法律職を上と下に分断する選別意識を感 じるし、業務形態をおそろしく

表面的 ・形式的に捉えているという意味で、実態にそ くした的確な説明とはとてもいえない。司

法書土職は、法務省との関係で改善されるべき制度的問題を抱えてはいるが、日本国憲法体系下

の司法書士法で 「権利の保全」 という職務使命を課された立派な専門職なのである。

いずれにしろ、司法は裁判だけを内容 としているわけではないことに留意すべきである。例え

ば、契約書の作成、法律相談、不動産取引、供託などなど、予防司法の具体的な内容たる多様な



法現象によっても形成されているのである。

Ⅲ「意見書」全体はどう評価されているか

それでは、審議会の今回の 「意見書」全体は どう評価されているだろうか。ごくごく簡単にみ

てお くことに しよう。

司法改革は、今後の国民 ・市民の人権保障に とってきわめて重大な問題である。 したが って、

「意見書」にたい しては、各分野から多岐にわたる評価がなされている。弁護士個人 ・各単位弁

護士会 ・日本弁護士連合会(以 下、 日弁連と略)で は、この数年、改革のあ り方をめ ぐって議論

百出、「中間報告」をへた今回の 「意見書」についても、さまざまに議論が展開されている。法律

学研究者の世界では、法科大学院設置という大問題もからんで賛否両論、学問的成果は見込み薄

いが、久 しぶ りに 「論争の火種」が生 じている状況である。

「意見書」は深読みも浅読み もできる内容であることから、賛否鮮明な評価には じまり、是々

非々的評価や旗色不鮮明な評価 もみられる。共通の土俵上で真向から対立 しているとはいい難い

が、キ イワー ド 「市民のための司法」に照 らす とはっきり対立すると思われる評価を、 ここで紹

介 しておこう。(1)官 僚司法の牙城に突破口を開けるとい う意味で積極的に評価できる提言③、

(2)新 自由主義的な競争秩序に適合的な司法制度づ くりの提言④、である。前者は日弁連司法改

革実現本部、後者は法律学研究者の評価である。

(1)は 、法曹一元実現への突破 口が切 り開かれ、裁判員制度は陪審制への動 きを内包す

る……な ど、「意見書」を全体としてプラス評価する。しかし、抽象的評価が目につくし、弁護士

活動 と弁護士 自治への規制など弁護士界から在野性の牙を抜 く 「弁護士制度改革路線」だ、 との

批判にたいして説得的に答えていない、などの疑問点がある。また、市民のための司法実現に必

要不可欠な最高裁判所事務総局の改革に手をつけていないのは、最大の問題点 といえ よう。 「意

見書」は総論であって 「諸課題は今後の実施過程で詰められる」 との言説 もあるが、司法改革を

めぐるここ数年の日弁連執行部多数派の姿勢からすれば、それはとても期待できそうもない。

(2)は 、社会的強者も弱者も機械的に対等の立場におき、自立的で社会的責任を負った統治

主体 として責任を問 うてい くシステム、つまり弱肉強食の社会システムに適合的な司法制度づ く

りである……など、マイナス評価する。司法改革を1990年 代からの構造改革路線の一環 として捉

え、その視点から 「意見書」の問題点を批判 しているが、視点を共有していると思われる弁護士

有志の評価はこうである。「(意見書総論で)展 開されている国家像 ・司法観は、いずれも現行憲

法ひいては近代立憲主義の根本原理とまった く異質であり、相容れるものではない。そ して、意

見書の以下の 『各論』はこの国家改造 と社会 ・法曹 ・民衆のあり方の転換を実現するための具体

的制度の提唱である」⑤。これらの厳 しい評価にたい して、(1)の 立場からの本格的な反論は私

の知るかぎり未だ出されていない。

「意見書」はいか ようにも読める部分が散見 され るが、(2)の 論者の視点、すなわち構造改革



=弱 者切 り捨ての改革の一環 としての司法改革 との視点か ら読んだ とき、そのねらいの道筋が

はっき りみえて くる。そ の意味で、私は基本的に(2)の 評価に共感している。

Ⅳ「意見書」での 「隣接法律専門職種」(司 法書士)の 扱い

ここで、「意見書」が 「隣接法律専門職種」(「意見書」での表現であ り、「司法書士 ・弁理士 ・

税理士 ・行政書土 ・社会保険労務士 ・土地家屋調査士など」 としている。以下、「隣接職種」 と

略)を どう扱っているのかをみておこう。

「隣接職種」は、「意見書」全5章 立ての第3章3節7項 で主に扱われてお り、記述分量はおど

ろくほど少ない。同時に、きわめて軽い扱いである。司法改革が法曹三者偏重で検討されてきた

経緯をまさに反映 している。

弁護士と隣接法律専門職種との関係については、弁護士人口の大幅な増加と諸般の弁護士改

革が現実化する将来において、各隣接法律専門職種の制度の趣 旨や意義、及び利用者の利便と

その権利保護の要請等を踏 まえ、法的サービスの担い手の在 り方を改めて総合的に検討する必

要がある。 しか しながら、国民の権利擁護に不十分な現状を直ちに解消す る必要にかんがみ、

利用者の視点から、当面の法的需要を充足させるための措置を講 じる必要がある。

このような観点に立ち、訴訟手続においては、隣接法律専門職種などの有する専門性を活用

する見地から、少な くとも司法書士の簡易裁判所での訴訟代理権(簡 易裁判所での事物管轄を

基準として、調停 ・即決和解事件の代理権についても同様)、弁理士の特許権等の侵害訴訟(弁

護士が訴訟代理人になっている事件に限る。)で の代理権については、信頼性の高い能力担保

措置を講 じた上で、これを付与すべきである。税理士については、税務訴訟において、裁判所

の許可を得ることな く、補佐人として、弁護士である訴訟代理人と共に裁判所に出頭 し、陳述

する権限を認めるべきである。

また、ADRを 含む訴訟手続外の法律事務に関して、隣接法律専門職種などの有する専門性

の活用を図ることも重要である。具体的な関与の在 り方については、後述する弁護士法第72条

の見直 しの一環 として、職種ごとに実態を踏 まえて判断すべきである。

弁護士と 「隣接職種」の関係は、弁護士の大幅増員 と弁護士改革が現実化するまで先送 りし、

利用者の 「当面の法的需要を充足 させるため」司法書士と弁理士に代理権を部分的に認め、税理

士に補佐人の権限を認める、というわけである。

しかも、新たな権限付与は半永久的に認めるというのではなく、弁護士が現実にフォローでき

ていない権利保障領域を 「隣接職種」に肩代 りさせ、弁護士が大増員された将来の時点で検討し

てその命脈をきめる、といっているのである。 ようするに、過渡的措置としての権限付与なので

ある。それでは、「隣接職種」の命脈は保たれるだろうか。いまのところ、それを保証するものは



なに一つない。「弱肉強食の社会システムに適合的な司法制度づ くり」 と、「意見書」をマイナス

評価する立場についてはすでに紹介したが、そのような制度づ くりへの過程で、早 くも弱肉強食

劇が強行され ようとしているのである。

「意見書」が出される少 し前、ある弁護士が次のように発言 しているが、弁護士界の意見の有

力な潮流とみるべきだろう。「隣接業種は縦割 り行政の中で行政通達に従属す る業務を行 ってい

るので、その発想 ・訓練に於いて国民のために闘 う法律家といえず、限界があることは否めませ

ん。行政に従属せず、訴訟を行 うことの出来るフルパ ワーの法律家が増えることが重要 なので

す」 と指摘、 日弁連理事会は2000年9月 に司法書士 ・弁理士 ・税理士に一定の権限を認めること

を承認 した ことを紹介 したうえで、「隣接業種 と弁護士 とは対立ではなく協調すべき関係 にあ り

ます。相互にネットワークを作って国民に対する法的サービスに当たるべきです。試験 と研修を

経て訴訟に関与できる能力を もった人達については、将来的に ロースクールでの学習や弁護士の

実務修習を経るなどして弁護士に統合 していくことが望ましいと思います」⑥。

「中間報告」を受けての 「意見書」への支援、つまり露払いを強 く意識した主張なのだが、「隣

接職種」の業務の性格の認識が上記の裁判論テキス ト執筆者のそれ よりさらに選別的であ り、将

来は有能な者だけを弁護士にしてやろう、というのである。ずいぶん踏み込んだ、強者ならでは

の発言である。したがって、「隣接業種 と弁護士は協調すべき」と説いても、前者を 「行政通達に

従属する業務」に従事 していると理解 しているかぎり、両者の 「協調」は奇麗事の表現 としか思

えないのである。協調実現の基本条件は平等意識の確保にあることを、論者は完全に無視 してい

る。「隣接職種」の人たちは どう受けとめているのだろう。

「意見書」が出されたあと、竹下守夫審議会会長代理(民 事訴訟法学研究者)が 、ある座談会

で弱肉強食の意図をはっきりと証言している。「(隣接職種は)も ともと行政庁や裁判所が、弁護

士を増やす ことを好まず、その息のかかった職員に一定の資格を与え、行政や裁判事務の円滑化

のために国民との間に介在 させる趣 旨で作 ってきたものであって、それらの人々の業務は将来的

には弁護士業務に統合 されるべきものだとい う捉え方をされる人もおられます。確かに、沿革的

にはそ うい う面があったのかもしれませんし、弁護士の数が増えてくれば、いま隣接法律専門職

種 と言われている人がやっているような仕事 も、弁護士がやるようになるだろうということは、

ある程度予測されることであ ります」⑦。

この発言では、当の会長代理、及びその他の委員の意見が披瀝 されているが、「隣接職種」の う

ちの司法書士や税理士に限定したとき、「意見書」までの過程で慎重審議がなされた とは思われ

ない。例えば、司法書士の出発点はいわれるようなものであっても、法改正で司法書士試験合格

者のほ うが圧倒的多数を占めるようになって久しいこと、弁護士 とともにいわば車の両輪として

日本の司法を営々と支えてきた司法書士の実績がきちんとふまえられているとは思えないことな

ど、まさに弁護士を強者と位置づけての発言である。また、弁護士総数より少し多い司法書士の

大多数?が 失職するかもしれない将来が、まるで他人事のように語 られている。

当然のことながら、「(意見書では)法 律家全体の供給をどの様にす るのかといった、将来の制



度にかかわる設計が明確には示 されていない」 と、「隣接職種」の側から注文がある。しか し、審

議会からすれば、将来は約束できないとい う意味での 「将来像は示 しているはず」 とい うことな

のだろ う。もちろん、「隣接職種」と国民 ・市民にたいして、なんとも乱暴、かつ無責任な将来像

の提示であるが。

V司 法書士は 「意見書」 をどう評価 しているか

「意見書」をめ ぐる司法書士間の対立する評価をみておきたい。 もっとも、司法書士界での議

論はまだまだ弱 く、本格的な論争が展開されているわけではない。「意見書」での扱われ方がいか

に軽 くて も、「お家の一大事」であることは事実なのだが。このあた りが、弁護士界とのちがいな

のだろう。

最初は日本司法書士会連合会(以 下、日司連と略)副 会長の評価、次は司法書士個人の評価で

ある。すなわち、(1)弁 護士改革の関連で司法書士を積極的に活用、(2)企 業本位の司法改革

であって、弁護士大増員までの司法書士の便宜的 ・代替要員的活用、という。

(1)で あるが、「当連合会は、国民の司法へのアクセスを確保することが、利用 しやすい司法

制度 として不可欠であり、この観点から、司法の人的インフラの一員 として全国に均在する司法

書士の活用が必要であるとの意見を表明してきたが、今般の意見書に示 された司法制度改革の方

向性については基本的に賛成するものである」と、プラス評価する⑧。もちろん、簡易裁判所訴訟

代理権(以 下、簡裁代理権 と略)の 付与その他について歓迎 しているのである。

(1)の 意見全体を読んで最 も気になるのは、司法書士の過去の実績への正当な評価→職域拡

大、とい う筋道にそって 「司法制度改革の方向性」を検証する姿勢がみえないことである。関連

していえば、司法書士のみならず 「隣接職種」側は、日本の司法を営々と下支えしてきた自分た

ちの実績を 「意見書」に反映させるべ くどれほど運動 してきたのか、ということが気になる。

(2)の 論者は、司法書士の過去の実績を意識 したうえで、次のように指摘 している。「司法試

験合格者3000人 体制 ・法曹5万 人時代を迎えることとなった場合に、弁護士隣接法律専門職種が、

社会的にどのような役割を果たすべきかとい う点については全 く触れられていない。む しろ、最

終報告書は、法曹5万 人時代に到達す るまで、過渡的に(?)、 司法書士等弁護士隣接専門職種に

対 し、信頼のできる能力担保制度を条件に簡裁訴訟代理権等を付与するが、法曹5万 人時代が く

れば、司法書士等隣接法律専門職種は、自然淘汰されるべきであると位置づけているのではない

だろうか。司法書士をは じめとする弁護士隣接法律専門職種が社会的 ・歴史的に担 ってきた役割

を十分に検証せずに、狭義の法曹人口増員とそれを支える狭義 の法曹養成制度 としての ロース

クール制度の導入のみが具体化したことには疑問を呈さざるを得ない」⑨。

将来像にかかわっての疑問呈示はもっともなことである。それについては、(1)の 論者も遠慮

勝ちにふれてはいるが、"物 申す"と いうものではな く、日司連会長の評価 も基本的に同様であ

る。(1)と(2)の 決定的なちがいは、"物 申す"姿 勢の有無にある。過渡的な権限付与 とい



う、「意見書」の実にいい加減な提言は、過去の実績の検証をネグレク トした ことと繋 がってい

る。実績を検証しておれば、過渡的な権限付与とい うわけにはいかなかったはずである。なお、

審議のなかで司法書士ら 「隣接職種」が果たした役割が評価 されたことはあったが、それは弁護

士の業務独占を批判するためだったことに注意しなければならない。

Ⅵ司法改革論議と 「隣接法律専門職種」(特に司法書士)

1999年7月 の審議会発足から今回の 「意見書」に至るまでの過程で、「隣接職種」はどう議論さ

れてきたのだろうか。

「意見書」への評価にさいしての冒頭部分に、あるジャーナ リス トが次のよ うに記 している。

「法律実務家や学者たちが長年協議 しても成案を得られなかった難題に、数回の審議で次 々と

『答え』が示されてゆく。中には10分 間程度の意見交換 しか行われなかったものもある。その疾

走感、躍動感に胸が高鳴る一方で、『こんな調子で突っ走 って本当にいいのだろ うか』と不安や疑

問がもたげる 」⑩。当の審議会委員たちは不安や疑問を抱かなかったのだろ うか。

これまでみてきた 「意見書」での扱いがはっきりと物語っているが、「隣接職種」についての議

論はきわめて貧弱だった。「意見書」を締め くくる 「おわりに」のところに、次の文章を発見 した

とき、私は苦笑を禁 じえなかった。「司法制度の在 り方が、従来のように、いやしくも法曹三者の

意向のみによって決定されるようなことがあってはならず、また、そ うした受け取られ方をされ

ることがないよう十二分な配慮をすべきである。そのためにも、法曹三者は、それぞれが外部の

評価を真摯に受け止め、適切に対応 していくことが求められる。そして、何より重要なことは、

司法制度の利用者の意見 ・意識を充分汲み取 り、それを制度の改革 ・改善に適切に反映させてい

くことであ り、利用者の意見を実証的に検証 していくために必要な調査等を定期的 ・継続的に実

施 し、国民の期待に応える制度等の改革 ・改善を行っていくべきである」。

「従来のように」 とは、今回の審議以前の審議のあり方を指 しているのだろう。しか し、法曹

三者偏重で司法改革を論議したという点では、今回も基本的に同じであった。仮 りに今回の審議

の民主性を自画自賛する意味をそこにこめているのなら、いささか調子がよすぎるといいたい。

審議会の法曹三者側委員以外の委員の意見をふまえたとも自賛 しているのかもしれないが、それ

が 「意見書」の内容に反映されていなければ、委員構成のところで民主的ポーズをとっただけと

い うことになる。念のためにいえば、審議会のメンバー(会 長 ・会長代理を含めて13名)は 、法

曹三者のほか、研究者等大学関係者、会社役員、労働組合役員、消費者団体役員、作家で構成さ

れてお り、そこに、日本の司法を下支えしてきた 「隣接職種上関係者の名前は一人 もいない。

少な くとも、審議会が 「隣接職種」の意向にきちんと耳を傾けたとは思えない。今後について

「意見書」は、「法曹三者は、それぞれが外部の評価を適切に真摯に受け止め……」といっている

が、今後 とも法曹三者で取 り仕切ってい くことを露骨に宣言しているにすぎない。

日司連は、「審議会に調査専門属託員を派遣するとともに、法律実務家=司 法書士 としてさま



ざまな角度からの意見、要望を表明してきた。昨年7月7日 には審議会において、直接、身近な

司法の実現に向けた意見を述べる機会を得ることができた」⑪とい う。しかし、簡裁代理権、訴訟

手続外の法律事務、ADR(裁 判外紛争解決手段)活 用などで考えていただろう要求内容 と 「意

見書」での権限付与のあいだにはかな り落差があるし、過渡的な権限付与 という厳粛な事実は、

審議会その他での論議の貧 しさの結果だ と批判されても仕方がないのではないか。長年の実績を

ふまえて、日支連は審議会にたいして どれほ ど中身のある議論をしかけたのか、併せて、単位司

法書士会や個々の司法書士は、審議会と国民 ・市民にたいしてどれほど主体的積極的にアピール

したのか、などが問われる。2000年1月 、 日司連が審議会宛てに提出した 『司法書士制度の概要

と職務の実際』は、209ペ ージの大部の報告書であるが、第二部の資料編に比較 して、第一部の総

論部分があまりにも簡単であり、司法書士の過去の実績を法曹三者以外の委員に伝えるには貧弱

にすぎる。

法律学研究者はどうだろうか。圧倒的多数は、「隣接職種」の存在に当初からほとんど関心を示

さなかった。若干の法律学研究者が 「隣接職種」について言及 してきたが、そのほとんどは、司

法改革のなかで枝葉末節ない しそれに近い発言に終始 してきた。私の所属する学会 自体がそ うで

あったが、研究者たちは法曹三者偏重の司法改革論議に耽っていたわけで、結局、そんな風土が

審議会の 「隣接職種」軽視を助長 したのではないだろうか。日頃から民主的法律家各層の協力を

説いてきた研究者が、司法改革問題では、とりわけ弁護士と司法書土の協力を、最初から不可能

と判断 していたのが実情である。しかし、弁護士で も司法書士でもない研究者は、両者の協力を

説きつづけるのが筋とい うものだろ う。ついでにいえば、「意見書」が出たあと法律学研究者が、

「隣接職種」の将来像が描かれていないと説いた りしているが、当初から弱者に関心がなかった

ことを告白しているようなものである。将来像問題は 「中間報告」時点ですでに浮上 していたし

もっといえばそれ以前、弁護土大増員案が浮上 しつつあった時点で問題意識をもつべきだったと

いいたい。

Ⅶ私の 「隣接法律専門職種」(特 に司法書士)論

ここで、私の司法書士論の原点だけを示しておこう。詳しくは、折にふれて私が書いたものを

読んでいただきたい⑫。

司法書士職の社会的意義を考えるばあい、私は特に次の二点に注 目している。(1)司 法(裁

判、プラスその他の法現象)の 重要な担い手、(2)日 本国憲法体系下の人権保障のための法律専

門職、である。

(1)に ついてであるが、まず紛争予防法律専門職というべきもので、登記 ・供託に代表され

る業務遂行で紛争を未然に防ぎ、人権保障に資する職能である。さらに紛争法律専門職の側面で

あるが、本人訴訟を法的に支援する裁判事務を遂行することで、人権保障に資する職能である。

つづいて(2)で あるが、1978年 の改正司法書士法が画期 となっている。弁護士は49年 、日本



国憲法の原理を正面から受け とめた新弁護士法によって、名実ともに人権保障の専門的担い手と

位置づけられ、それに徹することを業務の使命とされた。しかし、50年 の新司法書士法は憲法原

理にふさわ しくない内容であったことから、司法書士は人権保障の法的担い手にはな りえなかっ

た。それは、日本国憲法施行直後の臨時司法制度協議会で豊原清作委員(弁 護士)に よってなさ

れた、「今の弁護士は、依頼人から報酬を貰って、誠実公正に職務を行 うことになっている。それ

を、人権の擁護、法律秩序の維持等、公共的性質を持たせることとし、弁護士法第一条をその趣

旨に改める必要がある」 との主張が、司法書士法についてはみとめられなかったことを意味して

いた。そ して、遅ればせながら78年改正司法書士法が、司法書士を名実ともに人権保障の専門的

担い手と位置づけ、それにそって業務の使命を定めた。人権擁護と法律秩序の維持などを公共性

を有する業務と捉えた豊原の主張をふまえていえば、78年 改正司法書士法は、人権保障とい う使

命を果たすところに司法書士職の存在理由、つまり公共性があるとしたのである。その結果、78

年以降、司法書士は公共性の観点から常に国民 ・市民によって検証される存在 となったのである、

Ⅷ「意見書」中の 「隣接法律専門職種」(特 に司法書士)に ついての私見

「意見書」中の司法書士職にかんする提言への私見は、すでに】Ⅳ、V、Ⅵ で散発的に示 してき

たが、ここで再論 しておこう。なお、「意見書」は 「中間報告」の内容を基本的に引き継いでいる

ので、「中間報告」についての既発表の私見も参照 していただきたい。

注 目したいのは次の四点である。すなわち、(1)法 曹三者偏重下での活用、(2)時 限的 ・代

替要員的活用、(3)法 科大学院の基本任務は法曹三者の養成、(4)本 人訴訟についての言及な

し、である。これらについて私見を簡単に示しておこう。

(1)と(2)は 、いっしょにふれておこう。審議会の審議路線を基本的に支持 して発刊され

た 『月刊 司法改革』は、第22号(2001年7月)で 、編集委員会が 「徹底検証 審議会最終報告

書」 という記事を掲載 している。そのなかに、次のような文章がある。「意見書は 『隣接法律専門

職種の活用等』について、弁護士法72条 を緩和して、隣接職種の権限を拡大する方向を打ち出し

ている。当面の国民の法的需要を考えれば、当然の結論ともいえるが、法曹人口の大幅増加が実

現すれば、現在の隣接職種の存在意義自体が問われる状況が出現することは間違いな く、意見書

は、将来の日本における法律専門職種のあり方自体が今後の検討課題であることを明記すべきで

あったろう」と。 しか し、「検討課題であることを明記すべきだった」とは、「隣接職種」のため

を思って指摘しているわけではない。弱者への配慮があったのなら、憂慮 される 「隣接職種」の

将来像はすでに 「中間報告」で浮上 しており、その時点で指摘していたはずである。

ともか く、審議会、法曹三者、法律学研究者、その他もろもろが、「隣接職種」の存在を軽視

し、「法曹三者による法曹三者のための司法改革」が強行されてきた。「隣接職種」は法曹三者に

従属する職種と位置づけられ、便宜的に、時限的にその活用を提言された。そして例えば、司法

書士への代理権付与は簡易裁判所に限定され、引き続き控訴審で争 うばあいの代理権行使を認め



られていないが、まさに便宜的な活用方針とのからみでそ うされたといわざるをえない。その意

味で、下手をすると、活用のための法改正も時限的な改正 として提案 される可能性がある。

(3)の 法科大学院問題で感 じるのは、それが新たな差別構造を発生させるのではないか、と

いうことである。現在は学歴に関係なく司法試験や司法書士試験に合格すれば、法曹三者や司法

書士になれる。しかし今後は、法科大学院という学歴を基礎条件 としつつ法曹三者だけが特別カ

リキュラムで養成され、他方、司法書士など 「隣接職種」は従来通 りということになる。つまり、

法律専門職種のなかに学歴 ・特別養成という出自のちがいが創出され、現状とはまた異なる、新

たな上下関係→差別関係が発生するにちがいないのである。

最後に(4)で あるが、「意見書」は、本人訴訟についてなんら言及 していない。本人訴訟は司

法改革の対象ではないとの判断なのだろうか。そ うではないと思 う。日本の民事訴訟が弁護士強

制主義を採用 していないからといっても、本人訴訟の数がきわめて多い現実と訴訟実態には、改

善 されるべき多 くの問題が内包されているはずである。1999年 の簡易裁判所データを紹介すると、

原告 ・被告双方に弁護士がついたのが1.3%、 一方だけに弁護士がついたのが9.2%、 本人訴訟は

実に89%に 及んでいる。本人訴訟を提起 した人のなかには、無弁護士地域ないし弁護士過疎地域

の人、弁護料が払えない人、弁護料を払 うと勝訴 しても損する少額訴訟の人、弁護士に弁護をこ

とわられた人、弁護士不信の人などが多 くいて、これらの事例は、 日弁連にとって、また、法務

省や最高裁判所にとって、いろんな意味で頭が痛い問題なのである。そ して、司法書士が本人訴

訟を支援 しているケースが多々ある。加えて、99年 から実施された改正民事訴訟法は、本人訴訟

をより困難なものにさせ、司法書士の役割がいっそ う増 している。これまで裁判事務に力を入れ

てきた司法書士によれば、司法書士によるさらに高度で良質な訴訟書類の作成、及び訴訟維持の

指導が必要 となっている、とされる。このような背景を考慮 して、本人訴訟についてはふれない

でおこう、ということになったのではないだろうか。付記すると、憲法32条 の裁判を受ける権利

は、本人訴訟のばあい、本人の準備努力だけにもとついて享受できる権利とい うよりは、司法書

土の法的支援を受けるなどして享受できる権利、と理解するほうがよさそ うである。

Ⅷ司法書士に要望すること

いずれにしろ、「意見書」は公表され、「矢は弦から放たれた」状態にある。「隣接職種」は、司

法書士は今後、「意見書」の具体化をにらんでなにをすべきだろうか。一市民として、一法律学研

究者として、思いつ くまま順不同で指摘 しておこう。

(1)1978年 改正司法書士法の歴史的意義 と問題点の確認、(2)自 治 自律権の確立要求、

(3)弁 護士法72条 と司法書士法10条 の改正、(4)「 意見書」に示 された過渡的活用の克服、

(5)裁 判事務能力の涵養、(6)法 律専門職の多重的配置存続の要求、(7)各 層 との意見交流

の強化、などである。

(1)と(2)は 、合わせて指摘しておきたい。まず、1978年 改正司法書士法を司法書士がど



う受けとめたかを現時点で再認識することが重要であろ う。法改正後約4年 たった時点で、ある

司法書士が次のように指摘 している。「その職務の重大さにもかかわらず、代書 として位置づけ

られてきた屈辱の歴史に、一つの転機がおとづれたといってよい。……以後、急速に、国民の権

利の保全のために何をなしうるか、という法律家としての職務のあり方への実践的探究が自覚的

に会員の問に広まった」⑬。人権保障とい う使命が司法書士に与えたインパク トの強さが、よくよ

く伝わってくる。「実践的探究」とは、司法書士法の母法たる憲法の要請に応えようとする憲法実

践の意味だったのではないだろうか。 しか し、改正司法書士法は、司法書士への懲戒権を国家=

法務省に留め置いたことに象徴されるように、司法書士会の自治自律権を認めるには至らなかっ

た。 このことの意味を、司法書士はいましっか り認識すべきだろう。関連していえば、簡裁代理

権の行使は国民 ・市民の人権保障のために国家作用に直接関与することなのだから、司法書士は、

代理権行使の基本条件 として自治 自律権を堂々と要求すべきだろう。

つづいて(3)で あるが、実体験をふまえての司法書士の重要な指摘を紹介しよう。「トラブル

のあとの弁済による抵当権抹消登記の依頼を受けたばあい、登記申請書の作成自体は簡単である。

しかし、弁済の前提となる債権債務の存在に疑義があって、債権者と債務者の利害が対立 してい

るばあい、司法書士は調整役を買って出るとか、和解の斡旋をするな どしてはならない。……10

条は実体関係に関与してはならないとすることで、弁護士法 と一線を画 しているのだろう。しか

し、実際に司法書士がこの10条 に忠実な執務をするなら、抹消登記も相続登記もできないにちが

いない。登記申請書を作成するためには、その原因事実を確認 しなければならないからである。

その確認のために事情を聞 くのは、その意味で当然ではないか。聞くべきことを聞かなかったた

めに、無効登記になってしまうことこそ問題である。実際には、ある程度までその登記をする範

囲内で事件にかんする知識をもたなければ仕事にならない。司法書士の業務範囲は、登記申請書

の作成にあることはい うまでもない。 しかし、その申請書を書 くための一切の関与まで否定 して

は、国民の権利の保全に寄与するとい う司法書士の目的は絵に描いた餅となる。せっかく78年改

正法で司法書士の目的 ・使命 ・職責規定が明確に定められたのに、司法書士法10条 があるために、

『代書人』 と呼ばれても反論できない。10条 と72条 の改正があって、司法書士はは じめて職責を

全 うできる。その実践にあたっては、弁護士法72条 と司法書士法10条 が大きな壁となっているこ

とは、いまさら論 じるまでもない」。司法書士が人権保障の使命を完全に果たすためには、弁護士

法 と司法書士法の改正がどうしても必要なのである。

(4)と(5)に ついては、司法書士の裁判業務にかんすることだから、いっしょに指摘して

おこう。簡裁代理権について、「意見書」は 「信頼性の高い能力担保措置を講 じた上で」付与すべ

きとし、その措置のあ り方をめ ぐって司法書士界でも若干の議論が生 じているが、できるだけ多

くの司法書士がその能力を身につけ、実際に代理権を行使することで、司法書士にたいする市民

の信頼を深めていくべきだろう。同 じ意味で、裁判への間接関与としての本人訴訟支援の事務能

力をさらに涵養 していくことが重要であろう。また、本人訴訟支援の腕を磨けば、簡裁代理権行

使に必ず役立つはずである。



(6)に ついては次のような理由による。さまざまな法律専門職種が存在する原因は単純では

ないし、それはそれとしてこれまで機能を果たしてきたわけであるか ら、突 っ込んだ議論な しに、

しかも法曹三者以外の職種側の意見を聞 くことなしに、現行の専門職種のあ り方をご破算にする

正当性はない、ということである。人権保障の態様にそくして多様な法律専門職が存在 してきた

ともいえるのであり、弁護士 と司法書士が職域をめぐって争 う場面はあっても、肝心の国民 ・市

民が不便を強いられたとい う話はほとんど聞かない。すなわち、法律専門職の多重的配置が人権

保障の障害になっている現実はあまりないはずなのである。また、今後の見通 しとして、大増員

された弁護士が司法書士の職域できめ細かい業務を遂行できるだろうか。さらに、いわゆる無弁

地域、ないし弁護士過疎地域問題の抜本的解消の可能性についても、私は疑問をもっている。

(7)は 、今後の司法改革との関係で、司法書士の存在と業務実体について、他の法律専門職、

法律学研究者、国民 ・市民と意見交流に努めるべきだろう、とい うことである。それは司法書士

のためだけではな く、司法改革論議をオープンにするために重要である。 もちろん、政治家に働

きかけてなにか形あるものを得る以上に重要である。

Ⅸおわ りに

以上、司法書士職にたいす る扱いに注目しながら、「意見書」を概観してきた。結論的にいえ

ば、司法改革論議に 「民主主義」の視点が著しく欠けていたのではないだろうか。

「意見書」をまとめるにあたっての気配 りを尋ね られて、佐藤幸治審議会会長(憲 法学研究

者)が 次のように答えているが、そこに民主主義精神の欠落を感 じるのは私一人だけではないだ

ろう。「細部にはまり込まないようにということに注意しました。……前向きに議論す るとい う

ことに気をつけました。委員のなかには、いままでの制度1つ1つ のここが悪いからこう直 しま

しょうとか、あるいは過去の司法を歴史的にどう評価するべきか、法曹三者はどうだったかを総

括 して、それを踏まえて進まなくてはならないとい う考え方もあったような気もするんです。け

れども私は、1つ1つ を検証するということ自体大変な作業だし、何かを批判すれば、いやそ う

じゃないという反論も当然ありうるわけですから、それはなかなか難 しいことだと思いました。

そ うい うことよりも、前向きに……」⑭。司法の諸問題を検証ぬきにバッサ リ 、これはファシ

ズムそのものではないだろうか。「意見書」に至るまでの今回の司法改革論議の最大の問題点が

ここにあ り、その結果、弱者である 「隣接職種」は捨て石とされたのである。

佐藤会長は憲法学研究者であるが、「民主主義の視点」の欠落は、法律学研究者の世界全体にみ

られる傾向であるといえよう。法曹三者偏重の意識は、公法学系 ・私法学系を問わずきわめて根

強 く、それが審議会の路線を支えてきたように思う。

市民社会が期待している司法書士像にふれて、本稿を締めくくることに しよう。

まず、職業倫理に忠実な専門職であってほしい。人権保障にたずさわるプロの職業人は、その

使命に殉 じる気概をもってほしい。弁護土のなかには、司法書士はもっぱら経済的メリットか ら



職域拡大を図ってきた とする論調 もある。経済的メリットは期待できそ うにないが、簡裁代理権

を獲得 しようとしている司法書士はいま、経済的側面だけでなく、人権保障に資する面からの職

域拡大であることを、憲法実践をとおして社会に広 く理解されるよう努める必要がある。

次に、法曹三者以外の法律専門職種層をまとめる存在であってほしい。このままでは、従来通

り法曹三者ペースで司法改革が推進 されそうである。職域がもろに弁護士と重なる司法書士の将

来はきわめて厳 しいが、自分だけが生 き残ればいいとの意識を排除 して、連帯の中心になって

いってほしい。それが国民 ・市民のための、換言すると、市民社会のための司法改革につながる

はずである。

さらに、社会的諸活動の中核であってほしい。近年、全国の自覚的な司法書士たちは、法律相

談、多重債務者救済運動、成年後見制度、介護制度、オンブズマン活動などで寄与 してきたが、

よりいっそ う活動を強め、市民社会に貢献 してほしい。

最後にいいたいのは、市民社会における人権擁護の 「頭脳集団」の一員であってほしい、とい

うことである。1978年 改正司法書士法は、人権保障を目的とする憲法体系にはっきりと司法書土

を仲間入 りさせた。憲法が描 く市民社会とのかかわ りでいえば、司法書士はそこになくてはなら

ない存在だと認められた。「制度 ・機構 と国民 との間に介在 して、国民の人権を擁護するr頭 脳集

団』が不可欠である」⑮との指摘にそっていえば、司法書士は78年 を境に、日本の 「頭脳集団」の

なかに定位置を占めている。

〔付記〕

私の所属する民主主義科学者協会法律部会も法曹三者偏重の意識が強 く、それはほとんど体質

化 しているといえる。2001年 秋の学術総会での司法改革シンポジウムでも 「隣接職種」は一顧だ

にされない報告 ・議論だった。「民主主義科学者」の意味を問いたい。

※以上は、2001年9月16日 に開催された 「全国司法書士女性会」(於、神戸市)で の報告を論文

化 したものである。(2002年1月15日 、脱稿)
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